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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 第24期中までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、ま

た、第25期中については、期中平均株価が行使価格を下回っており、希薄化効果を有しないため記載してお

りません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,970,271 2,227,139 2,060,890 3,793,894 4,071,698

経常利益 (千円) 613,604 849,200 822,586 1,001,982 1,199,373

中間(当期)純利益 (千円) 260,029 478,181 471,889 399,302 670,339

純資産額 (千円) 3,150,723 3,554,709 5,924,278 3,296,489 5,693,144

総資産額 (千円) 4,099,330 4,638,043 6,845,877 4,425,886 6,786,678

１株当たり純資産額 (円) 840.19 947.92 1,393.98 879.06 1,339.56

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 69.34 127.51 111.03 106.48 176.79

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― 176.27

自己資本比率 (％) 76.9 76.6 86.5 74.5 83.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 536,547 352,526 491,157 983,485 744,124

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 100,550 △3,185 △162,884 △326,441 △511,500

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △317,500 △289,605 △234,107 △319,605 1,617,794

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 1,728,095 1,803,217 3,695,558 1,743,416 3,603,275

従業員数 (名) 169 165 159 172 165



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 第24期中までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、ま

た、第25期中については、期中平均株価が行使価格を下回っており、希薄化効果を有しないため記載してお

りません。 

  

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,715,759 1,928,027 1,900,974 3,246,368 3,471,729

経常利益 (千円) 669,264 842,081 862,421 1,125,562 1,170,816

中間(当期)純利益 (千円) 283,232 486,127 503,332 410,145 680,714

資本金 (千円) 480,000 480,000 1,330,000 480,000 1,330,000

発行済株式総数 (株) 3,750,000 3,750,000 4,250,000 3,750,000 4,250,000

純資産額 (千円) 2,995,057 3,396,399 5,797,274 3,130,332 5,535,076

総資産額 (千円) 3,666,862 4,284,727 6,635,979 4,004,889 6,427,593

１株当たり純資産額 (円) 798.68 905.70 1,364.09 834.75 1,302.37

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 75.52 129.63 118.43 109.37 179.52

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― 178.99

１株当たり配当額 (円) ― ― 28.00 50.00 55.00

自己資本比率 (％) 81.7 79.3 87.4 78.2 86.1

従業員数 (名) 114 112 112 116 111



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  
  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループは、ITシステム運用管理ソフトウェア・プロダクトおよび運用に関するソリューション

の提供を主な事業とした単一事業分野の営業活動を行っているため、事業の種類別セグメント情報の区

分にかえて、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

プロダクト事業 117

ソリューション事業 42

合計 159

従業員数(名) 112



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間（平成18月４月１日から平成18年９月30日）における我が国経済は、好調な企業

収益を背景とした設備投資の増加等に支えられ景気回復基調が続きました。 

 当社グループが属する情報サービス業界においても、企業収益改善による情報化投資意欲の高まりか

ら需要が増加したほか、システム運用管理のアウトソーシングニーズも拡大傾向が続きましたが、一方

で、コストパフォーマンスや納期に対する要求は依然強く、高度化する顧客ニーズへの対応など、厳し

い環境が継続しております。 

 このような状況のもと、当社グループは特化領域分野であるＩＴシステム運用において、「Ａ－ＡＵ

ＴＯ（エーオート）」および「ＢＳＰ－ＲＭ（ビーエスピーアールエム）」を始めとする主力製品を中

心に営業強化に取り組み、前年度から注力しているオープン・メインフレーム、優位性の高い製品群を

有する従来型メインフレームおよびオープン系など各種プラットフォーム向けに販売拡大に努めまし

た。 

 また、日本ＩＢＭ社との協力により、同社オープン・メインフレーム「IBM System z ™」向けの製

品に関して、IBM System zの従量課金体系であるWorkload License Chargeモデルに準拠した新価格体

系を採用し、顧客の業務実態に即した最適な運用コストの配分を実現するサービス提供も開始しまし

た。 

 さらに、拡大傾向が続くデータセンターへのアウトソーシングニーズ対応として専任営業チームを編

成、得意分野であるメインフレーム向けを中心に新規案件獲得へ向けた積極的な提案・営業活動にも注

力しました。 

 しかしながら、顧客の情報投資予算におけるコストパフォーマンスに対する厳しい要請等に加え、本

年４月よりグループ営業戦略の一環として行った、当社と連結子会社である株式会社ビーエスピーソリ

ューションズとの、人員異動を伴う新たな営業体制の立ち上がり遅れと、それに伴う機会損失等によっ

て、第１四半期の売上が低迷、第２四半期において売上の回復・拡大に努めましたが、第１四半期の落

ち込みの100％挽回には至りませんでした。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は2,060,890千円（前年同期比7.5％減）となりました。

また、事業分野別の売上高は、プロダクト事業が1,909,857千円（前年同期比6.5％減）、ソリューショ

ン事業が151,033千円（前年同期比18.2％減）となりました。 

 利益については、ＣＲＭ導入を始めとする業務効率の改善、中国でのオフショア活用の拡大による開

発コストの圧縮等に努めましたが、売上高の減少に加え、連結子会社である株式会社ビーエスピーソリ

ューションズの当中間会計期間における損失計上（34,210千円の経常損失）等の影響によって、経常利

益は822,586千円（前年同期比3.1％減）、中間純利益は471,889千円（前年同期比1.3％減）となりまし

た。 

 なお、１株当たりの中間純利益は111円03銭（前中間連結会計期間127円51銭）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日）においては、現金及び現金同等物（以下、「資金」とい

う）は前連結会計年度末比92,283千円増加し、3,695,558千円となりました。当中間連結会計期間にお

ける各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、491,157千円（前年同期比39.3%増）となりました。これは主に、

税金等調整前中間純利益822,503千円（前年同期比3.1％減）および売上債権の減少額163,614千円

（前中間連結会計期間は235,410千円の増加）等の資金増加要因があったものの、法人税等の支払額

367,581千円（前年同期比38.8％増）および未払金の減少額85,130千円（前年同期比15.3％減）等の

資金減少要因があったこと等によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、162,884千円（前年同期比159,699千円増）となりました。これは

主に新たな預金の預入による支出100,000千円および販売用ソフトウェアのバージョンアップ等無形

固定資産の取得による支出88,087千円（前年同期比87,840千円増）等によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、234,107千円（前年同期比19.2％減）となりました。これは主に

配当金の支払額233,750千円（前年同期比24.7％増）によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 仕入高は主にロイヤリティであります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

比較増減

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)
前年同期比
(％)

ソリューション事業 203,400 147,838 △55,562 △27.3

合計 203,400 147,838 △55,562 △27.3

事業部門

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

比較増減

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)
前年同期比
(％)

プロダクト事業 24,744 31,097 6,352 25.6

合計 24,744 31,097 6,352 25.6

事業部門 区分

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

比較増減

受注高 
(千円)

受注残高
(千円)

受注高
(千円)

受注残高
(千円)

受注高 
(千円)

受注残高
(千円)

ソリューショ
ン事業

プロフェッシ
ョナルサービ
ス

198,839 49,022 151,037 35,747 △47,802 △13,275

合計 198,839 49,022 151,037 35,747 △47,802 △13,275



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成18年９月中間期のプロダクト販売のうち、プラットフォーム別(メインフレーム系、オープン・メイン

フレーム系およびオープン系)の販売高、プロダクト販売に占める構成比、前年同期比は以下のとおりであ

ります。 

 
３ 最近２中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合について

は、10％以上に該当する相手先がないため、記載を省略しております。 

  

  

事業部門 区分 機能別 プロダクト別

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

販売高
(千円)

前年同期比 
(％)

プロダクト事業 プロダクト ジョブ管理 A-AUTO系 311,619 △18.9

帳票管理
A-SPOOL系
BSP-RM系

111,323 △36.8

その他 19,820 △39.9

プロダクト計 442,763 △25.4

期間使用料 262,548 5.4

保守サービス 1,155,853 1.0

導入支援サービス他 48,691 △12.0

プロダクト事業計 1,909,857 △6.5

ソリューション 
事業

プロフェッショナルサービス 151,033 △18.2

ソリューション事業計 151,033 △18.2

合計 2,060,890 △7.5

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

販売高
(千円)

販売高構成比
(％)

前年同期比 
(％)

プロダクト

メインフレーム系 120,426 27.2 △40.6

オープン・メインフレーム系 126,268 28.5 △38.1

オープン系 196,069 44.3 4.8

計 442,763 100.0 △25.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、当社の特徴であるメインフレームからUNIX、Windows、Linux、AS400などのサーバー

を含む様々なプラットフォーム環境に対応していくための研究開発活動を、昨年度に引き続き継続して行

っております。さらに、今後重要になってくると予想される「他社製品とのインタフェース技術」、およ

び、新しいコンピュータ・システム運用のコンセプトづくりと、これに基づいた製品開発についても積極

的な展開を行っております。 

 なお、当社グループにおける研究開発は、当社の製品開発部およびプロダクト推進部、BSP 

International Corp.を中核として推進しており、当中間連結会計期間の研究開発費総額は117,330千円と

なりました。 

  

当中間連結会計期間に取り組んだ主な研究開発の内容及び成果は次のとおりであります。 

（1）製品の開発内容と成果 

①Loganizer for Windows/Version2 

 システム監査へ対応するに必要な実行結果のログやアクセスログなどの各種ログに対する保存管理を

行うものであります。当製品にてログとして保存管理することで過去の監視情報を追跡することを実現

します。 

 本製品は、Loganizer for Linuxのサーバ機能をWindows上で稼動するよう移植開発を行うものであり

ます。平成18年４月にリリースしました。 

  

②Loganizer/Version3 

 システム監査へ対応するに必要な実行結果のログやアクセスログなどの各種ログに対する保存管理を

行うものであります。当製品にてログとして保存管理することで過去の監視情報を追跡することを実現

します。Version3ではメインフレームで提供したジョブログ管理ツールであるA-LOGのデータも管理が

可能になりました。平成18年６月にリリースしました。 

  

③新入力システムExentry /Version6 

 データ入力を効率的に正確に行うものであります。入力時にデータの属性の制御やチェックを行い入

力ミスを削減します。 

 従来の製品より、サポートするＤＢパッケージの種類も増やしました。平成18年６月にリリースしま

した。 

  

④BeXtation/Version1.1 

 異なる運用ツールを仮想的に統合し、オペレーションや運用の標準化を実現します。パラメータ設定

を変えるだけで様々なツールに対応できる汎用的な連携用モジュールを開発し、対応ツールを拡大しま

す。平成18年７月にリリースしました。 

  

⑤A-SUPERVISION V2.1 

 ジョブスケジューリングシステムにおける業務の実行状況の監視・制御を実現します。 

本製品のサーバ機能をLinux環境で稼動するよう移植開発を行うものであります。また、近年のネット

ワーク環境に対応したシステム構成に変更しています。平成18年５月にリリースしました。 

  

（2）現在、研究開発に取り組んでいる主なソフトウェア・プロダクトは次のとおりであります。 



①A-AUTO Version6.1 

 A-AUTO は、当社主力製品（ジョブスケジューリングシステム）であり、顧客の要望を最大限採り入

れて機能を強化します。 

 また、分散コンピュータ環境で発生するファイル転送などの事象を検知することで業務の自動実行を

実現する機能を提供します。 

  

②BeXtation/Version1.2 

 異なる運用ツールを仮想的に統合し、オペレーションや運用の標準化を実現する。パラメータ設定を

変えるだけで様々なツールに対応できる汎用的な連携用モジュールを開発し、対応ツールを拡大する。

  

③BSP-RM V1.5 

 BSP-RMは当社主力製品であり、顧客や当社営業部員からの要望を最大限採り入れてユニコード、ホス

ト帳票可変長対応、ホスト帳票の行制御、印刷機能コードの変換などの機能アップを行います。 

  

④Loganizer/Version3.1 

 システム監査へ対応するに必要な実行結果のログやアクセスログなどの各種ログに対する保存管理を

行うもの。Version3.1では、Windows版ではイベントログ収集機能をAgentレスで機能提供する。 

  

（3）研究活動の内容 

① 複合ソフトウェアのインタフェース技術の研究 

 便利で効果的なソフトウェアパッケージも、それぞれで異なったオペレーションや表示を行います。

これらの混在したソフトウェアパッケージを効率的に利用するためには、複雑な操作方法を長期に渡り

習得する必要があります。その結果、コンピュータ・システムの運用の負荷を増大させていました。 

 当社グループでは、他のソフトウェアパッケージを扱うベンダーとの協業により、異なったソフトウ

ェア間の変換インタフェースを容易に開発し、一種のHUBステーションとしての役割をもつ、ソフトウ

ェア・プロダクトの研究を行なっております。 

 このような外部コンピュータ・システムとのインタフェース技術については、今後も継続して研究し

ていき、当社グループのソフトウェアパッケージに積極的に採り入れていきます。 

  

②Linuxやz/OSなど新しいオペレーティング・システムへの対応技術 

 海外ではかなり普及しているとされるLinuxですが、日本でもようやく本格的に導入され始めまし

た。当社では、数年前からLinux版の製品の販売を開始しており、既に多くのお客様から契約をいただ

いております。 

 最近では、z/OS（IBM社）のように、従来のメインフレームに相当するコンピュータ・システムにも

Linuxを搭載する動きが活発になってきて、Linuxの普及も更に加速していくものと予測されます。そこ

で、当社では、従来に引き続き、新しいLinuxやz/OSの技術研究を行いながら、多くのソフトウェア・

プロダクトをLinux対応にしていく準備を進めています。 

  



③金融商品取引法（日本版SOX法）への対応技術 

 米国において2002年７月に成立した米国企業改革法（SOX法）によって、ITシステムにおいても、シ

ステムの開発、保守、運用が公正に実施されていることが監査されるようになりました。日本でも2006

年６月に「金融商品取引法」が制定され、企業のITシステムにおいて監査に耐えうる証明情報の提供機

能が必須となっていくことが予測されます。そこで、当社では、A－AUTO、BSP-RM、Loganizerおよび

Information Navigator 等、当社のソフトウェア・プロダクトを金融商品取引法に対応していく準備

を進めています。 

  

④ソフトウェア・プロダクト開発方法の研究 

 ネットワーク技術の進化によってコンピュータ・システム利用がグローバル化し、日本国内でもソフ

トウェアパッケージの低価格化が進むことが予想されます。そうしたことを背景に、低コストで高品質

なソフトウェアパッケージの開発を目指し、当社グループでは、ソフトウェア資産の再利用の研究を行

っています。 

 すでに、既存のソフトウェアプロダクトより、再利用可能な部品として、ソフトウェアコンポーネン

トを切り出し、新規プロダクトの開発への利用を開始しております。今後はさらなるソフトウェアコン

ポーネントの充実を図りながら、適宜、開発プロセスや設計・開発技法の見直しを行い、より生産性の

高い開発環境を整備していく計画です。 

  

⑤最新技術の研究 

 当社では、製品とすべきソフトウェア・プロダクトの研究開発について、常に最新技術を研究し採用

するなど、積極的かつ革新的な活動を行っています。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 4,250,000 4,250,000
ジャスダック証券
取引所

―

計 4,250,000 4,250,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

   旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

株主総会の特別決議日(平成17年６月23日)

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 3,700 (注)１、２ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 370,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 415,000 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から平成27
年５月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 415,000
資本組入額 207,500

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において
も、当社及び子会社の取締
役または従業員の何れかの
地位を保有していることを
要する。
ただし、任期満了による退
任、定年退職その他正当な
理由のある場合には、「新
株予約権割当契約書」に定
める権利行使期間の範囲内
で、当該期間の開始時、ま
たは退任もしくは退職のど
ちらか遅い時点から２年間
に限り権利行使できるもの
とする。
②新株予約権の質入れその他
の処分は認めない。
③新株予約権者の相続人によ
る権利行使は認めない。
④新株予約権者が行使できる
新株予約権の行使回数は年
間(１月１日から12月31日
まで)２回を上限とする。
なお、新株予約権者が１年
間に行使できる新株予約権
の個数は、付与された新株
予約権総個数の35％を上限
とする。
⑤その他条件は、本総会及び
取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権の割当を受
けた者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に
定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じ

る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の割合 

３ 新株予約権を発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当た

り払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「新規発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替え

るものとする。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
 （注） 当中間期末現在における、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）および三菱ＵＦＪ信託銀

行株式会社の信託業務の株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。

  

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年９月30日 － 4,250 － 1,330,000 － 1,450,500

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ビーコンインフォメーシ
ョンテクノロジー

東京都新宿区西新宿１丁目２４―１ 635,000 14.94

株式会社ビジネスコンサルタント 東京都中央区八重洲２丁目２―１ 360,000 8.47

ビーコンシステム株式会社 東京都港区港南２丁目１６―４ 360,000 8.47

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋２丁目１４―１ 237,500 5.59

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８―１１ 218,500 5.14

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 187,400 4.41

宮 台   功 神奈川県三浦郡葉山町 178,000 4.19

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９―１ 167,600 3.94

ビーエスピー社員持株会 東京都港区港南２丁目１５―１ 128,050 3.01

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 127,500 3.00

計 ― 2,599,550 61.17



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

100
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,248,800
42,488 ―

単元未満株式
普通株式

1,100
― ―

発行済株式総数 4,250,000 ― ―

総株主の議決権 ― 42,488 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ビーエスピー 東京都港区港南２丁目１５―１ 100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 4,670 4,290 3,810 3,750 3,160 2,350

最低(円) 3,900 3,290 3,160 2,605 2,070 2,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、中央青山監査法人の中間監査を受けており、当中間連結会計期間(平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  中央青山監査法人（現 みすず監査法人） 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  新日本監査法人 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,007,017 2,900,139 2,807,146

 ２ 受取手形及び売掛金 929,225 695,252 859,112

 ３ 有価証券 ― 999,219 999,928

 ４ たな卸資産 32,697 3,203 6,090

 ５ 繰延税金資産 105,304 94,487 79,374

 ６ その他 81,152 52,477 46,507

   流動資産合計 3,155,396 68.0 4,744,778 69.3 4,798,161 70.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 71,574 91,190 94,683

 ２ 無形固定資産 88,524 143,463 79,712

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 660,800 673,550 685,400

  (2) 差入保証金 153,681 115,763 151,116

  (3) 繰延税金資産 114,717 107,536 108,756

  (4) 長期性預金 ※２ 330,000 930,000 830,000

  (5) その他 63,348 39,594 38,848

   投資その他の資産 
   合計

1,322,547 1,866,444 1,814,121

   固定資産合計 1,482,646 32.0 2,101,098 30.7 1,988,517 29.3

   資産合計 4,638,043 100.0 6,845,877 100.0 6,786,678 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 77,728 60,907 76,118

 ２ 未払法人税等 408,930 359,350 367,246

 ３ 賞与引当金 40,799 33,293 40,600

 ４ 役員賞与引当金 17,700 22,125 46,700

 ５ その他 382,021 359,284 461,115

   流動負債合計 927,178 20.0 834,960 12.2 991,780 14.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 97,664 86,638 101,754

 ２ その他 58,490 ― ―

   固定負債合計 156,154 3.4 86,638 1.3 101,754 1.5

   負債合計 1,083,333 23.4 921,598 13.5 1,093,534 16.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 480,000 10.3 ― ― 1,330,000 19.6

Ⅱ 資本剰余金 371,000 8.0 ― ― 1,450,500 21.4

Ⅲ 利益剰余金 2,719,223 58.6 ― ― 2,911,381 42.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

13,337 0.3 ― ― 27,927 0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定 △28,851 △0.6 ― ― △26,664 △0.4

   資本合計 3,554,709 76.6 ― ― 5,693,144 83.9

   負債及び資本合計 4,638,043 100.0 ― ― 6,786,678 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,330,000 19.4 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 1,450,500 21.2 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 3,149,520 46.0 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △357 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 5,929,663 86.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 20,899 0.3 ― ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― △26,284 △0.4 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― △5,384 △0.1 ― ―

   純資産合計 ― ― 5,924,278 86.5 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 6,845,877 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,227,139 100.0 2,060,890 100.0 4,071,698 100.0

Ⅱ 売上原価 192,368 8.6 151,096 7.3 394,118 9.7

   売上総利益 2,034,770 91.4 1,909,794 92.7 3,677,579 90.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 給与手当 385,523 334,041 780,439

 ２ 賞与引当金繰入額 29,698 31,166 32,541

 ３ 役員賞与引当金 
   繰入額

17,700 22,125 46,700

 ４ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

22,791 ― 22,791

 ５ 研究開発費 194,877 117,330 340,578

 ６ その他 568,057 1,218,649 54.7 614,789 1,119,453 54.3 1,263,990 2,487,041 61.1

   営業利益 816,121 36.7 790,340 38.4 1,190,538 29.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2,308 4,450 4,218

 ２ 受取配当金 23,510 28,010 23,810

 ３ 為替差益 4,194 ― 5,541

 ４ 事務手数料収入 3,271 ― 2,880

 ５ その他 1,961 35,245 1.5 2,273 34,734 1.6 4,960 41,410 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 216 ― 282

 ２ コミットメント 
   ライン手数料

1,949 999 4,075

 ３ 新株発行費 ― ― 15,170

 ４ 為替差損 ― 1,133 ―

 ５ 上場関連費用 ― ― 13,040

 ６ その他 0 2,166 0.1 355 2,489 0.1 7 32,574 0.8

   経常利益 849,200 38.1 822,586 39.9 1,199,373 29.4

Ⅵ 特別利益

 １ ゴルフ会員権売却益 ― ― ― ― ― ― 19,828 19,828 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※１ ― 82 6,309

 ２ 固定資産売却損 ※２ ― ― 131

 ３ 事務所移転費用 ― ― ― ― 82 0.0 7,857 14,298 0.3

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

849,200 38.1 822,503 39.9 1,204,903 29.6

   法人税、住民税及び 
   事業税

406,083 359,684 547,748

   法人税等調整額 △35,064 371,019 16.7 △9,070 350,614 17.0 △13,183 534,564 13.1

   中間(当期)純利益 478,181 21.4 471,889 22.9 670,339 16.5



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 371,000 371,000

Ⅱ 資本剰余金増加高

 増資による新株式の発行 ― ― 1,079,500 1,079,500

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 371,000 1,450,500

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,428,542 2,428,542

Ⅱ 利益剰余金増加高

 中間(当期)純利益 478,181 478,181 670,339 670,339

Ⅲ 利益剰余金減少高

 配当金 187,500 187,500 187,500 187,500

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 2,719,223 2,911,381



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

項目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,330,000 1,450,500 2,911,381 ― 5,691,881

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △233,750 ― △233,750

 中間純利益 ― ― 471,889 ― 471,889

 自己株式の取得 ― ― ― △357 △357

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― 238,139 △357 237,782

平成18年９月30日残高(千円) 1,330,000 1,450,500 3,149,520 △357 5,929,663

項目

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 27,927 △26,664 1,263 5,693,144

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △233,750

 中間純利益 ― ― ― 471,889

 自己株式の取得 ― ― ― △357

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△7,028 380 △6,647 △6,647

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△7,028 380 △6,647 231,134

平成18年９月30日残高(千円) 20,899 △26,284 △5,384 5,924,278



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益 849,200 822,503 1,204,903

   減価償却費 50,824 32,933 93,716

   役員退職慰労引当金の減少額 △81,642 ― △81,642

   賞与引当金の増減額(△は減少) 999 △7,307 800

   役員賞与引当金の減少額 △37,220 △24,575 △8,220

   受取利息及び受取配当金 △25,818 △32,460 △28,028

   新株発行費 ― ― 15,170

   支払利息 216 ― 282

   為替差損益(△は差益) △4,194 2,449 △5,541

   ゴルフ会員権売却益 ― ― △19,828

   固定資産除却損 ― 82 6,309

   固定資産売却損 ― ― 131

   売上債権の増減額(△は増加) △235,410 163,614 △164,613

   たな卸資産の増減額(△は増加) △67 2,887 26,539

   その他資産の増減額(△は増加) △28,920 △5,996 72,459

   仕入債務の増減額(△は減少) 15,170 △15,210 13,471

   未払金の減少額 △100,564 △85,130 △37,599

   長期未払金の増減額(△は減少) 90,074 △15,115 35,674

   前受金の増加額 75,342 40,948 27,941

   その他負債の増減額(△は減少) 23,721 △53,345 18,655

    小計 591,712 826,277 1,170,580

   利息及び配当金の受取額 25,818 32,460 28,028

   利息の支払額 △216 ― △282

   法人税等の支払額 △264,788 △367,581 △454,201

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

352,526 491,157 744,124



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △203,800 △303,800 △703,800

   定期預金の払戻による収入 203,800 203,800 203,800

   有形固定資産の取得による支出 △2,208 △9,340 △36,524

   有形固定資産の売却による収入 ― ― 105

   無形固定資産の取得による支出 △247 △88,087 △21,458

   ゴルフ会員権の売却による収入 ― ― 45,828

   その他資産の取得による支出 △2,340 △746 △2,868

   その他資産の回収による収入 1,609 35,290 3,416

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,185 △162,884 △511,500

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の減少額 △102,105 ― △109,035

   株式の発行による収入 ― ― 1,914,329

   自己株式の取得による支出 ― △357 ―

   配当金の支払額 △187,500 △233,750 △187,500

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△289,605 △234,107 1,617,794

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 64 △1,881 9,439

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 59,800 92,283 1,859,858

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,743,416 3,603,275 1,743,416

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

※ 1,803,217 3,695,558 3,603,275



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

子会社はすべて連結しておりま

す。

  連結子会社の数 ２社

  連結子会社の名称

   BSP International Corp.

   株式会社ビーエスピーソリュ

ーションズ

１ 連結の範囲に関する事項

子会社はすべて連結しておりま

す。

  連結子会社の数 ２社

  連結子会社の名称

   BSP International Corp.

   株式会社ビーエスピーソリュ

ーションズ

１ 連結の範囲に関する事項

子会社はすべて連結しておりま

す。

  連結子会社の数 ２社

  連結子会社の名称

   BSP International Corp.

   株式会社ビーエスピーソリュ

ーションズ

２ 持分法の適用に関する事項

  関連会社がない為、該当事項は

ありません。

２ 持分法の適用に関する事項

同左

２ 持分法の適用に関する事項

同左

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社のうち、株式会社ビ

ーエスピーソリューションズの中

間決算日は中間連結決算日と一致

しております。

た だ し、BSP  International 

Corp. の中間決算日は６月30日で

あります。

  中間連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の財務諸表を使

用し、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項

  連結子会社のうち、株式会社ビ

ーエスピーソリューションズの決

算日は連結決算日と一致しており

ます。

た だ し、BSP  International 

Corp. の決算日は12月31日であり

ます。

  連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  イ 有価証券

    

 

   その他有価証券

    時価のあるもの

      中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  イ 有価証券

   満期保有目的の債券

     償却原価法(定額法)

   その他有価証券

    時価のあるもの

      中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定しております。)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  イ 有価証券

   満期保有目的の債券

     償却原価法(定額法)

   その他有価証券

    時価のあるもの

      連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。)

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

    時価のないもの 

     同左

    時価のないもの 

     同左

  ロ たな卸資産

   (1) 仕掛品

      個別法による原価法

   (2) 貯蔵品

      最終仕入原価法による

原価法

  ロ たな卸資産

   (1) 仕掛品

          同左

   (2) 貯蔵品

     同左

  ロ たな卸資産

   (1) 仕掛品

     同左

   (2) 貯蔵品

     同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

     主として定率法を採用し

ております。

     なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

     建物       15年

     工具器具及び備品 ６年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

          同左

     

     

     

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

          同左

    

     

     

  ロ 無形固定資産

     当社及び国内連結子会社

は定額法を採用し、在外子

会社は所在地国の会計基準

に基づく定額法を採用して

おります。

     なお、市場販売目的のソ

フトウェアは販売可能な見

込有効期間(３年以内)に基

づく定額法によっておりま

す。自社利用目的のソフト

ウェアは社内における利用

可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

  ロ 無形固定資産

     同左

     

  ロ 無形固定資産

     同左

     

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

     債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

          同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

          同左

  ロ 賞与引当金

     従業員に対する賞与の支

給に備えるため、当中間連

結会計期間に負担すべき支

給見込額を計上しておりま

す。

  ロ 賞与引当金

          同左

  ロ 賞与引当金

     従業員に対する賞与の支

給に備えるため、当連結会

計年度に負担すべき支給見

込額を計上しております。

  ハ 役員賞与引当金

     役員に対する賞与の支払

に備えるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。

  ハ 役員賞与引当金

          同左

  ハ 役員賞与引当金

          同左

  ニ 役員退職慰労引当金

     役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基づ

く平成17年６月末要支給額

の100％を計上しておりま

す。

  ニ 

────────

  ニ 役員退職慰労引当金

     役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基づ

く平成17年６月末要支給額

の100％を計上しておりま

す。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算への基準

   外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は中間連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算への基準

   外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は中間連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算への基準

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は連結決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

  イ 消費税等の会計処理

     消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

  イ 消費税等の会計処理

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

  イ 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

  当中間連結会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありませ

ん。

 
 
 
 
 

──────── 

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。

   
 
 
 
 
 

 ────────

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は5,924,278千円で

あります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

  
 
 
 
 
 

 ────────

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 役員退職慰労金

  当社及び株式会社ビーエスピー

ソリューションズは、平成17年６

月末で役員退職慰労金制度を廃止

しております。なお、平成17年６

月末までの在任期間に対する未払

い分については「役員退職慰労引

当金」を取崩し、「長期未払金」

として表示しております。

 
 
 
 

────────

１ 役員退職慰労金

  当社および株式会社ビーエスピ

ーソリューションズは、平成17年

６月末で役員退職慰労金制度を廃

止しております。なお、平成17年

６月末までの在任期間に対する未

払い分については「役員退職慰労

引当金」を取崩し、「長期未払

金」として表示しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       110,712千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       98,829千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      90,487千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額

千円 千円
長期性 
預金

330,000
短期 
借入金

113,220

   短期借入金は借入枠を記載し

ております。なお、長期性預金

はビーエスピー共済会借入金枠

200,O00千円に対しても担保提

供しております。

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額

千円 千円
長期性 
預金

200,000 － －

   長期性預金はビーエスピー共

済会借入金枠200,000千円に対

して担保提供しております。

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額

千円 千円
長期性
預金

200,000 － －

   長期性預金はビーエスピー共

済会借入金枠200,000千円に対

して担保提供しております。

 

 ３ 保証債務

   ビーエスピー共済会及び従業

員について、金融機関よりの借

入金に対し債務保証を行ってお

ります。

保証先 金額 内容

千円

ビーエス 
ピー共済会

200,000
金融機関より
の借入金

従業員 513
金融機関より
の借入金

合計 200,513

   なお、ビーエスピー共済会へ

の債務保証は借入枠を記載して

おります。

 

 ３ 保証債務

   ビーエスピー共済会及び従業

員について、金融機関よりの借

入金に対し債務保証を行ってお

ります。

保証先 金額 内容

千円

ビーエス 
ピー共済会

200,000
金融機関より
の借入金

従業員 1,683
金融機関より
の借入金

合計 201,683

   なお、ビーエスピー共済会へ

の債務保証は借入枠を記載して

おります。

 

 ３ 保証債務

   ビーエスピー共済会及び従業

員について、金融機関よりの借

入金に対し債務保証を行ってお

ります。

保証先 金額 内容

千円

ビーエス
ピー共済会

200,000
金融機関より 
の借入金

従業員 8,235
金融機関より 
の借入金

合計 208,235

   なお、ビーエスピー共済会へ

の債務保証は借入枠を記載して

おります。

 

 ４ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行４行と

貸出コミットメントライン設定

契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間連結会計

期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

貸出コミット 
メントの総額

1,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 1,000,000千円
 

 ４ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行１行と

貸出コミットメントライン設定

契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間連結会計

期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

貸出コミット
メントの総額

1,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 1,000,000千円

 ４ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行１行と

貸出コミットメントライン設定

契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

貸出コミット 
メントの総額

1,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 1,000,000千円

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

※１ 

    ──────── 

 

※２ 

    ────────

※１ 固定資産除却損は、工具器具 

  及び備品82千円であります。 

 

※２ 

    ────────

※１ 固定資産除却損は、建物 

  2,824千円、工具器具及び備品 

  3,485千円であります。 

※２ 固定資産売却損は、工具器具 

  及び備品131千円であります。



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  100株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

   
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,250,000 ― ― 4,250,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) ― 100 ― 100

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月22日 
定時株主総会

普通株式 233,750 55.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 118,997 28.00 平成18年９月30日 平成18年12月11日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

2,007,017千円

預入期間３ヶ月 
超の定期預金

△203,800千円

現金及び 
現金同等物

1,803,217千円

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

2,900,139千円

預入期間３ヶ月
超の定期預金

△203,800千円

有価証券 999,219千円

現金及び 
現金同等物

3,695,558千円

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

2,807,146千円

預入期間３ヶ月 
超の定期預金

△203,800千円

有価証券 999,928千円

現金及び
現金同等物

3,603,275千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末残高
相当額 
(千円)

工具器具 
及び備品

37,424 18,224 19,199

ソフトウェア 5,799 1,190 4,608

合計 43,223 19,415 23,808
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末残高
相当額 
(千円)

工具器具 
及び備品

42,177 22,636 19,540

ソフトウェア 5,799 2,350 3,448

合計 47,976 24,987 22,989

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具器具
及び備品

37,424 21,825 15,599

ソフトウェア 5,799 1,770 4,028

合計 43,223 23,596 19,627

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 8,431千円

１年超 16,092千円

合計 24,523千円
 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 8,151千円

１年超 15,427千円

合計 23,578千円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 8,482千円

１年超 11,856千円

合計 20,338千円

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 4,509千円

減価償却費相当額 4,180千円

支払利息相当額 384千円
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 4,843千円

減価償却費相当額 4,497千円

支払利息相当額 334千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 9,018千円

減価償却費相当額 8,360千円

支払利息相当額 709千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 

  

 
(2) その他有価証券 

  

 
  

内容
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

株式 48,312 70,800 22,487

合計 48,312 70,800 22,487

内容
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 非上場株式 590,000

合計 590,000

内容
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

株式 48,312 83,550 35,237

合計 48,312 83,550 35,237

内容
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

国債・地方債等 999,219

合計 999,219

内容
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 590,000

合計 590,000



前へ 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

18年４月１日 至 平成18年９月30日)および前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３

月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

内容
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

株式 48,312 95,400 47,087

合計 48,312 95,400 47,087

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

コマーシャル・ペーパー 999,928

合計 999,928

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 590,000

合計 590,000



(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

18年４月１日 至 平成18年９月30日)および前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３

月31日) 

当社グループは、ＩＴシステム運用管理領域に係るソフトウェア・プロダクト及びソリューションの

提供を主な事業とした、単一事業分野の営業活動を行っているため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

18年４月１日 至 平成18年９月30日)および前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３

月31日) 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計の90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

18年４月１日 至 平成18年９月30日)および前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３

月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

２. １株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

   
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 947円92銭 １株当たり純資産額 1,393円98銭 １株当たり純資産額 1,339円56銭

１株当たり中間純利益 127円51銭 １株当たり中間純利益 111円03銭 １株当たり当期純利益 176円79銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、期中平

均株価が行使価格を下回っており、

希薄化効果を有しないため記載して

おりません。

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

176円27銭

項目
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部
の合計額（千円）

─ 5,924,278 ─

普通株式に係る純資産額(千円) ─ 5,924,278 ─

差額(千円) ─ ─ ─

普通株式の発行済株式数（株） ─ 4,250,000 ─

普通株式の自己株式数(株) ─ 100 ─

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数(株)

─ 4,249,900 ─

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の 
中間(当期)純利益(千円)

478,181 471,889 670,339

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(千円)

478,181 471,889 670,339

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 3,750,000 4,249,941 3,791,666

中間(当期)純利益調整額(千円) ─ ─ ─

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に用いられた普通
株式増加数の主要な内訳(株)

 新株予約権 ─ ─ 11,225

普通株式増加数(株) ─ ─ 11,225

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

─
新株予約権１種類
（新株予約権の数3,700
個）

─



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社は、平成17年12月15日開催の取締役会において、商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに平

成17年６月23日開催の第23期定時株主総会決議に基づき、当社および当社子会社の取締役および従

業員に対して以下のとおりストックオプションとして無償で新株予約権を発行することを決議いた

しました。 

  

 
3) 新株予約権の発行価額及び発行日 

新株予約権は無償で発行するものとし、これを発行する日は平成17年12月28日であります。 

4) 新株予約権行使時に払込すべき１株当たりの金額 

新株予約権行使時に払込すべき１株当たりの金額は、当社普通株式の株式上場に際して行う公

募増資等のために当社取締役会または取締役会の委任を受けた代表取締役が決定し公表する当社

普通株式の一般募集における発行価格・売出しにおける売出価格と同額(以下「公募価格」とい

う。)とします。ただし、当該公募価格が1,000円に満たないときは、1,000円とします。 

5) 新株予約権の割当を受ける者及び発行数 

  

 
  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 子会社の設立、事業譲受及び増資 

１. 設立会社の概要 

① 商号  株式会社ビーエスピー・プリズム 

② 設立年月日 平成18年10月25日 

③ 本店所在地 東京都港区 

④ 代表者  代表取締役社長 古川 章浩（当社常務取締役） 

⑤ 資本金  １百万円 

⑥ 決算期  ３月 

⑦ 当社との関係 100%出資子会社 

  

２. 設立の趣旨 

株式会社ビーエスピー・プリズムは、株式会社プリズムの主要プロダクト事業を譲受けるため

に設立いたしました。株式会社プリズムは、帳票の作成や運用管理、出力ツール領域に特化した

専業ベンダーとして16年余りにわたって事業を行っており、幅広い製品群を有し帳票管理ツール

市場において独自のポジションを得ております。同社からのプロダクト事業譲受けによって、当

社グループは、帳票データ作成から、帳票の管理・仕分け、電子化、印刷までの全領域を広くカ

バーする製品ラインアップを拡充・強化できるとともに、製品がもつ強みや優位性を活かした、

より強力な製品力、市場競争力を確保することが可能になるものと判断しております。 

  

l) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 当社普通株式 375,000株

2) 発行する新株予約権の総数 3,750個

割当対象者の区分 人数 新株予約権の発行数

当社取締役 5人 1,850個

当社子会社取締役 2人 420個

当社従業員 31人 1,240個

当社子会社従業員 10人 240個

合計 48人 3,750個



３. 事業の譲受け内容 

① 譲受け事業の内容  

 プロダクト事業における帳票作成・出力・管理運用ソフトウェア製品、保守サービスに関わ

る営業権 

② 譲受けの資産、負債  

 株式会社ビーエスピー・プリズムはソフトウェア製品の著作権および、のれんのみを譲受

け、資産および負債については譲受けません。 

③ 譲受け価額  

 総額約380百万円（現金決済） 

  うち、ソフトウェア著作権等として約230百万円、のれんとして約150百万円 

④ 譲受け期日  

 平成18年11月２日 

  

４. 株式会社プリズムの概要 

① 商号  株式会社プリズム 

② 主な事業内容 帳票管理ソフトウェアの開発・販売 

③ 設立年月  平成２年３月 

④ 本店所在地 東京都品川区 

⑤ 代表者  山田 秀樹 

⑥ 資本金  160百万円 

⑦ 決算期  ９月末 

⑧ 売上高  1,358百万円（平成17年９月期） 

  

５. 当該事業の損益に与える影響 

 当連結会計年度において、下記の影響を見込んでおります。 

 
  

６. 子会社の増資 

当社子会社の株式会社ビーエスピー・プリズムの帳票管理領域における事業拡大と財務体質強

化のため、当社は平成18年11月9日開催の取締役会において、募集株式の引受を条件付きで決議し

ておりましたが、平成18年11月28日付で実行いたしました。 

  この結果、株式会社ビーエスピー・プリズムは当社の特定子会社に該当することとなりまし

た。 

① 増資額          399百万円 

② 増資後の発行済み株式数  8,000株 

③ 増加する資本金の額  199.5百万円（資本準備金の額199.5百万円） 

             増資後の資本金の額は200.5百万円（資本準備金の額 

             199.5百万円） 

④ 増資後当社出資比率  100％（増資前100％） 

  

前回予想(百万円) 修正予想(百万円) 差異額(百万円) 差異率

売上高 4,150 4,260 110 0.03

経常利益 1,295 1,200 △ 95 △7.3%

当期純利益 750 560 △ 190 △25.3%



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,699,302 2,657,834 2,409,584

 ２ 売掛金 875,796 734,338 828,515

 ３ 有価証券 ─ 999,219 999,928

 ４ 貯蔵品 496 258 731

 ５ 繰延税金資産 71,842 60,958 61,773

 ６ その他 79,622 49,685 52,513

   流動資産合計 2,727,060 63.6 4,502,295 67.8 4,353,046 67.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 63,280 84,533 86,883

 ２ 無形固定資産 77,345 135,854 69,146

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 660,800 673,550 685,400

  (2) 長期性預金 ※２ 330,000 830,000 830,000

  (3) 繰延税金資産 89,897 98,720 92,646

  (4) その他 421,477 396,161 395,605

   貸倒引当金 △85,135 △85,135 △85,135

   投資その他の資産 
   合計

1,417,040 1,913,296 1,918,517

   固定資産合計 1,557,667 36.4 2,133,684 32.2 2,074,546 32.3

   資産合計 4,284,727 100.0 6,635,979 100.0 6,427,593 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 149,235 92,481 144,214

 ２ 未払法人税等 367,100 358,500 345,200

 ３ 賞与引当金 31,799 33,293 40,600

 ４ 役員賞与引当金 17,700 22,125 36,700

 ５ その他 ※５ 188,553 262,046 255,542

   流動負債合計 754,388 17.6 768,445 11.6 822,256 12.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 75,449 70,259 70,259

 ２ その他 58,490 ─ ─

   固定負債合計 133,939 3.1 70,259 1.0 70,259 1.1

   負債合計 888,328 20.7 838,705 12.6 892,516 13.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 480,000 11.2 ─ ─ 1,330,000 20.7

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 371,000 ─ 1,450,500

   資本剰余金合計 371,000 8.7 ─ ─ 1,450,500 22.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 120,000 ─ 120,000

 ２ 任意積立金 1,638,247 ─ 1,638,247

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

773,814 ─ 968,401

   利益剰余金合計 2,532,062 59.1 ─ ─ 2,726,649 42.4

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

13,337 0.3 ─ ─ 27,927 0.4

   資本合計 3,396,399 79.3 ─ ─ 5,535,076 86.1

   負債及び資本合計 4,284,727 100.0 ─ ─ 6,427,593 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 1,330,000 20.0 ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,450,500 ―

   資本剰余金合計 ― 1,450,500 21.9 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 120,000 ―

  (2) その他利益剰余金

    プログラム等準備 
    金

― 14,011 ―

    別途積立金 ― 1,982,200 ―

    繰越利益剰余金 ― 880,019 ―

   利益剰余金合計 ― 2,996,231 45.2 ―

 ４ 自己株式 ― △357 △0.0 ―

   株主資本合計 ― 5,776,374 87.1 ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 20,899 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― 20,899 0.3 ―

   純資産合計 ― 5,797,274 87.4 ―

   負債純資産合計 ― 6,635,979 100.0 ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,928,027 100.0 1,900,974 100.0 3,471,729 100.0

Ⅱ 売上原価 20,107 1.1 27,281 1.4 94,850 2.7

   売上総利益 1,907,920 98.9 1,873,693 98.6 3,376,878 97.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,096,063 56.8 1,064,192 56.0 2,213,894 63.8

   営業利益 811,857 42.1 809,501 42.6 1,162,984 33.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2,295 4,593 4,591

 ２ 受取配当金 23,510 43,010 23,810

 ３ 事務代行手数料収入 5,511 4,800 7,280

 ４ その他 1,337 32,654 1.7 1,859 54,262 2.9 5,598 41,279 1.2

Ⅴ 営業外費用

 １ コミットメント 
   ライン手数料

1,949 999 4,075

 ２ 新株発行費 ─ ─ 15,170

 ３ 上場関連費用 ─ ─ 13,040

 ４ その他 480 2,430 0.1 342 1,342 0.1 1,162 33,447 1.0

   経常利益 842,081 43.7 862,421 45.4 1,170,816 33.7

Ⅵ 特別利益

 １ ゴルフ会員権売却益 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 19,828 19,828 0.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 2,652 2,652 0.1

   税引前中間(当期) 
   純利益

842,081 43.7 862,421 45.4 1,187,992 34.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

365,667 359,525 519,681

   法人税等調整額 △9,713 355,954 18.5 △437 359,088 18.9 △12,403 507,278 14.6

   中間(当期)純利益 486,127 25.2 503,332 26.5 680,714 19.6

   前期繰越利益 287,686 287,686

   中間(当期)未処分 
   利益

773,814 968,401



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

項目

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,330,000 1,450,500 1,450,500

中間会計期間中の変動額

 プログラム等準備金の取崩 ─ ─ ─

 別途積立金の積立 ─ ─ ─

 剰余金の配当 ─ ─ ─

 中間純利益 ─ ─ ─

 自己株式の取得 ─ ─ ─

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ ─

平成18年９月30日残高(千円) 1,330,000 1,450,500 1,450,500

項目

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計プログラム

等準備金
別途積立金

繰越利益剰

余金

平成18年３月31日残高(千円) 120,000 56,047 1,582,200 968,401 2,726,649 ─ 5,507,149

中間会計期間中の変動額

 プログラム等準備金の取崩 ─ △42,035 ─ 42,035 ─ ─ ─

 別途積立金の積立 ─ ─ 400,000 △400,000 ─ ─ ─

 剰余金の配当 ─ ─ ─ △233,750 △233,750 ─ △233,750

 中間純利益 ─ ─ ─ 503,332 503,332 ─ 503,332

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △357 △357

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ △42,035 400,000 △88,381 269,582 △357 269,225

平成18年９月30日残高(千円) 120,000 14,011 1,982,200 880,019 2,996,231 △357 5,776,374

項目

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 27,927 27,927 5,535,076

中間会計期間中の変動額

 プログラム等準備金の取崩 ─ ─ ─

 別途積立金の積立 ─ ─ ─

 剰余金の配当 ─ ─ △233,750

 中間純利益 ─ ─ 503,332

 自己株式の取得 ─ ─ △357

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△7,028 △7,028 △7,028

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△7,028 △7,028 262,197

平成18年９月30日残高(千円) 20,899 20,899 5,797,274



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ①子会社株式

    移動平均法による原価法

  ②その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ①満期保有目的の債券

    償却原価法(定額法)

  ②子会社株式

同左

  ③その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ①満期保有目的の債券

    償却原価法(定額法)

  ②子会社株式

同左

  ③その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

 (2) たな卸資産

   貯蔵品

    最終仕入原価法による原価

法

 (2) たな卸資産

   貯蔵品

同左

 (2) たな卸資産

   貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

   建物        15年

   工具器具及び備品  ６年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   商標権

    定額法によっております。

   ソフトウェア

    市場販売目的のソフトウェ

アは販売可能な見込有効期間

(３年以内)に基づく定額法に

よっております。自社利用目

的のソフトウェアは社内にお

ける見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっており

ます。

 (2) 無形固定資産

   商標権

同左

   ソフトウェア

同左

 (2) 無形固定資産

   商標権

同左

   ソフトウェア

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 賞与引当金

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当中間会計期間に

負担すべき支給見込額を計上し

ております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上してお

ります。

 (3) 役員賞与引当金

   役員に対する賞与の支払に備

えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

 (3) 役員賞与引当金

同左

 (3) 役員賞当金

同左

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく平成17

年６月末要支給額の100％を計

上しております。

 (4) 

 

────────

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく平成17

年６月末要支給額の100％を計

上しております。

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

同左

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

同左

 (2) プログラム準備金

   中間決算における税額計算に

おいて、プログラム準備金を利

益処分により取崩したものとみ

なしております。

 (2) プログラム準備金

同左

 (2) プログラム準備金

   決算における税額計算におい

て、プログラム準備金を利益処

分により取崩したものとみなし

ております。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。

 
 
 
 
 

──────── 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。これによる損益に

与える影響はありません。

 
 
 
 
 
   

──────── 
 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は5,797,274千円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。

 
 
 
 
   

──────── 
 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 役員退職慰労金

  当社は、平成17年６月末で役員

退職慰労金制度を廃止しておりま

す。なお、平成17年６月末までの

在任期間に対する未払い分につい

ては「役員退職慰労引当金」を取

崩し、「長期未払金」として表示

しております。

 
 
 
 

────────

１ 役員退職慰労金

  当社は、平成17年６月末で役員

退職慰労金制度を廃止しておりま

す。なお、平成17年６月末までの

在任期間に対する未払い分につい

ては「役員退職慰労引当金」を取

崩し、「長期未払金」として表示

しております。



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       93,968千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        84,201千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       76,600千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額

千円 千円

長期性 
預金

330,000
子会社の 
借入金 
保証

113,220

   子会社の借入金保証は保証枠

を記載しております。

   なお、長期性預金はビーエス

ピー共済会借入枠200,O00千円

に対しても担保提供しておりま

す。

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額

千円 千円

長期性 
預金

200,000 － －

   長期性預金はビーエスピー共

済会借入枠200,000千円に対し

て担保提供しております。

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額

千円 千円

長期性
預金

200,000 － －

   長期性預金はビーエスピー共

済会借入枠200,000千円に対し

て担保提供しております。

 

 ３ 保証債務

   子会社、ビーエスピー共済会

及び従業員について、金融機関

よりの借入金に対し債務保証を

行っております。

保証先 金額 内容

千円

BSP  
International 
Corp.

113,220
金融機関より
の借入金 
(1,000千US$)

ビーエスピー 
共済会

200,000
金融機関より
の借入金

従業員 513
金融機関より
の借入金

合計 313,733

な お、BSP  International 

Corp.およびビーエスピー共済

会の金額は借入枠を記載してお

ります。

 

 ３ 保証債務

   ビーエスピー共済会につい

て、金融機関よりの借入金に対

し債務保証を行っております。 

 

保証先 金額 内容

千円

ビーエスピー 
共済会

200,000
金融機関より
の借入金

なお、ビーエスピー共済会の

金額は借入枠を記載しておりま

す。

 

 ３ 保証債務

   ビーエスピー共済会につい

て、金融機関よりの借入金に対

し債務保証を行っております。 

 

保証先 金額 内容

千円

ビーエスピー
共済会

200,000
金融機関より 
の借入金

なお、ビーエスピー共済会の

金額は借入枠を記載しておりま

す。

 ４ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行４行と

貸出コミットメントライン設定

契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

貸出コミット 
メントの総額

1,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 1,000,000千円

 ４ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行１行と

貸出コミットメントライン設定

契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

貸出コミット
メントの総額

1,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 1,000,000千円

 ４ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行１行と

貸出コミットメントライン設定

契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりで

あります。

貸出コミット 
メントの総額

1,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 1,000,000千円

※５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※５ 消費税等の取扱い

同左

※５ 

 
────────



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  100株 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 １ 減価償却実施額

有形固定資産 5,980千円

無形固定資産 21,639千円

 １ 減価償却実施額

有形固定資産 7,601千円

無形固定資産 21,379千円

 １ 減価償却実施額

有形固定資産 12,887千円

無形固定資産 43,441千円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） － 100 － 100



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末残高
相当額 
(千円)

工具器具 
及び備品

33,707 15,684 18,022

ソフトウェア 5,040 672 4,368

合計 38,747 16,356 22,390
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末残高
相当額 
(千円)

工具器具 
及び備品

38,459 19,352 19,107

ソフトウェア 5,040 1,680 3,360

合計 43,499 21,032 22,467

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具器具
及び備品

33,707 18,913 14,793

ソフトウェア 5,040 1,176 3,864

合計 38,747 20,089 18,657

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 7,502千円

１年超 15,539千円

合計 23,042千円
 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 7,598千円

１年超 15,427千円

合計 23,025千円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 7,541千円

１年超 11,777千円

合計 19,318千円

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 4,030千円

減価償却費相当額 3,732千円

支払利息相当額 361千円
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 4,364千円

減価償却費相当額 4,049千円

支払利息相当額 323千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 8,061千円

減価償却費相当額 7,465千円

支払利息相当額 669千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間会計期間(自 平成18年４月

１日 至 平成18年９月30日)および前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

２. １株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

   
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 905円70銭 １株当たり純資産額 1,364円09銭 １株当たり純資産額 1,302円37銭

１株当たり中間純利益 129円63銭 １株当たり中間純利益 118円43銭 １株当たり当期純利益 179円52銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、期中平

均株価が行使価格を下回っており、

希薄化効果を有しないため記載して

おりません。

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

178円99銭

項目
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の合
計額（千円）

─ 5,797,274 ─

普通株式に係る純資産額(千円) ─ 5,797,274 ─

差額(千円) ─ ─ ─

普通株式の発行済株式数（株） ─ 4,250,000 ─

普通株式の自己株式数(株) ─ 100 ─

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数(株)

─ 4,249,900 ─

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当期) 
純利益(千円)

486,127 503,332 680,714

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(千円)

486,127 503,332 680,714

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 3,750,000 4,249,941 3,791,666

中間(当期)純利益調整額(千円) ─ ─ ─

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に用いられた普通
株式増加数の主要な内訳(株)

 新株予約権 ─ ─ 11,225

普通株式増加数(株) ─ ─ 11,225

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

─
新株予約権１種類
（新株予約権の数3,700
個）

─



(重要な後発事象) 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社は、平成17年12月15日開催の取締役会において、商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに平

成17年６月23日開催の第23期定時株主総会決議に基づき、当社および当社子会社の取締役および従

業員に対して以下のとおりストックオプションとして無償で新株予約権を発行することを決議いた

しました。 

  

 
3) 新株予約権の発行価額及び発行日 

新株予約権は無償で発行するものとし、これを発行する日は平成17年12月28日であります。 

4) 新株予約権行使時に払込すべき１株当たりの金額 

新株予約権行使時に払込すべき１株当たりの金額は、当社普通株式の株式上場に際して行う公

募増資等のために当社取締役会または取締役会の委任を受けた代表取締役が決定し公表する当社

普通株式の一般募集における発行価格・売出しにおける売出価格と同額(以下「公募価格」とい

う。)とします。ただし、当該公募価格が1,000円に満たないときは、1,000円とします。 

5) 新株予約権の割当を受ける者及び発行数 

  

 
  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 子会社の設立、事業譲受及び増資 

１. 設立会社の概要 

① 商号  株式会社ビーエスピー・プリズム 

② 設立年月日 平成18年10月25日 

③ 本店所在地 東京都港区 

④ 代表者  代表取締役社長 古川 章浩（当社常務取締役） 

⑤ 資本金  １百万円 

⑥ 決算期  ３月 

⑦ 当社との関係 100%出資子会社 

  

２. 設立の趣旨 

株式会社ビーエスピー・プリズムは、株式会社プリズムの主要プロダクト事業を譲受けるため

に設立いたしました。株式会社プリズムは、帳票の作成や運用管理、出力ツール領域に特化した

専業ベンダーとして16年余りにわたって事業を行っており、幅広い製品群を有し帳票管理ツール

市場において独自のポジションを得ております。同社からのプロダクト事業譲受けによって、当

社グループは、帳票データ作成から、帳票の管理・仕分け、電子化、印刷までの全領域を広くカ

バーする製品ラインアップを拡充・強化できるとともに、製品がもつ強みや優位性を活かした、

より強力な製品力、市場競争力を確保することが可能になるものと判断しております。 

  

l) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 当社普通株式 375,000株

2) 発行する新株予約権の総数 3,750個

割当対象者の区分 人数 新株予約権の発行数

当社取締役 5人 1,850個

当社子会社取締役 2人 420個

当社従業員 31人 1,240個

当社子会社従業員 10人 240個

合計 48人 3,750個



３. 事業の譲受け内容 

① 譲受け事業の内容  

 プロダクト事業における帳票作成・出力・管理運用ソフトウェア製品、保守サービスに関わ

る営業権 

② 譲受けの資産、負債  

 株式会社ビーエスピー・プリズムはソフトウェア製品の著作権および、のれんのみを譲受

け、資産および負債については譲受けません。 

③ 譲受け価額  

 総額約380百万円（現金決済） 

  うち、ソフトウェア著作権等として約230百万円、のれんとして約150百万円 

④ 譲受け期日  

 平成18年11月２日 

  

４. 株式会社プリズムの概要 

① 商号  株式会社プリズム 

② 主な事業内容 帳票管理ソフトウェアの開発・販売 

③ 設立年月  平成２年３月 

④ 本店所在地 東京都品川区 

⑤ 代表者  山田 秀樹 

⑥ 資本金  160百万円 

⑦ 決算期  ９月末 

⑧ 売上高  1,358百万円（平成17年９月期） 

  

５. 当該事業の損益に与える影響 

 当事業年度における損益に与える影響はありません。 

  

６. 子会社の増資 

当社子会社の株式会社ビーエスピー・プリズムの帳票管理領域における事業拡大と財務体質強

化のため、当社は平成18年11月9日開催の取締役会において、募集株式の引受を条件付きで決議し

ておりましたが、平成18年11月28日付で実行いたしました。 

  この結果、株式会社ビーエスピー・プリズムは当社の特定子会社に該当することとなりまし

た。 

① 増資額          399百万円 

② 増資後の発行済み株式数  8,000株 

③ 増加する資本金の額  199.5百万円（資本準備金の額199.5百万円） 

             増資後の資本金の額は200.5百万円（資本準備金の額 

             199.5百万円） 

④ 増資後当社出資比率  100％（増資前100％） 

  



前へ 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

第25期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年11月９日開催

の取締役会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額              118,997千円 

 ② １株当たり中間配当金             28円00銭 

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月11日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第24期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月23日関東財務局長に

提出 

 (2)有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年８月22日関東財務局局長に提出 

 事業年度 第24期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告

書であります。 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年２月２日

株 式 会 社 ビ ー エ ス ピ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーエスピ

ーの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ビーエスピー及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年６月２３日開催の第２３期定時株主総会で決議した商法第２８０条ノ

２０及び商法第２８０条ノ２１の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる授権に基づき、平成１７年１

２月１５日開催の取締役会において当該新株予約権の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別

途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉 澤 祥 次 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

株式会社 ビーエスピー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ビーエスピーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ビーエスピー及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  口     潤

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  森  夫

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年２月２日

株 式 会 社 ビ ー エ ス ピ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーエスピ

ーの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ビーエスピーの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年６月２３日開催の第２３期定時株主総会で決議した商法第２８０条ノ

２０及び商法第２８０条ノ２１の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる授権に基づき、平成１７年１

２月１５日開催の取締役会において当該新株予約権の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別

途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉 澤 祥 次 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

株式会社 ビーエスピー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ビーエスピーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第82期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ビーエスピーの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  口     潤

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  森  夫

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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